
 

 

（様式１－３） 

福島県（川内村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 31 年 1 月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 14 事業名 放射線相談員配置事業 事業番号 (3)-24-2 

交付団体 川内村 事業実施主体（直接/間接） 川内村（直接） 

総交付対象事業費 （24,598（千円）） 

29,021（千円） 

全体事業費 （24,598（千円）） 

29,021（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

東京電力福島第一原子力発電所事故により長期避難された住民が、帰村後も村で心身共に健康な生活が

できるよう専門家による放射線への不安払拭のため健康教育や健康相談、戸別訪問を実施し、住民が村内で

安心して生活できることを目標とする。 

帰村した住民の中には、日々の低線量被ばくに対する不安を抱えている人もいる。そうした住民が放射線

に関して常時相談できる体制を整え、少しでも不安の軽減に繋げることができるよう、放射線の専門家を相

談員として村に配置し、村民の帰村後のケアを強化する。 

事業概要 

【概  要】 

総費用：4,423 千円 

放射線相談員配置事業： 4,422,488 円 

   ・除染事後モニタリング調査 

・相談業務、戸別訪問 

・甲状腺検査･検査結果返却会（相談会） 

  

【内  訳】 

放射線相談員配置事業【4,216,524 円】 

   ・継続的に放射線量の調査測定を実施しながら、個別訪問や集落懇談会等で健康影響・放射線防護に

関する説明を行う（通年） 

    放射線取扱主任者 技師１名 

甲状腺検査･検査結果返却会（相談会） 【205,964 円】 

   ・長崎大学 林田直美教授 甲状腺検査(2 年に 1回:福島県が実施しない年度に実施)と結果説明･健

康相談会 

 

｢第五次川内村総合計画｣ 

P47 村民が安心して生活できるよう,生涯を通じた健康づくりの観点から放射線講座の開催や内部被ばく検

査及び外部被ばく検査、甲状腺検査や食の安全について、健康相談体制を充実させ、長期的な健康管理と不

安の解消を図ります。 

  

当面の事業概要 

＜平成 31 年度＞ 

放射線相談員配置事業、甲状腺検査･検査結果返却会 

＜平成 32 年度＞ 

放射線相談員配置事業 

 

地域の帰還環境整備との関係 

東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う全村避難から 8 年目を迎えるが、帰村率は約 8 割となってい



 

る。放射線に関する正しい情報を住民同士の会話の中で語られることによって健康不安の払拭が図られ、も

って帰還促進の波及となることが考えられる。 

関連する事業の概要 

 

 

 
※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 


